
1. はじめに 

本研究では，日本の公的年金制度における所得代替

率の都道府県別のシミュレーションを行う．所得代替

率とは，年金受給者が受給する年金の現役世代の平均

所得に対する割合を表す．従来，この所得代替は全国

的な数値をもとに，代表的な世帯を対象に算出されて

いたが，日本国内でも地域毎に生活費や給与の水準が

異なっているため，現在の年金制度が年金受給者の生

活を支えている程度は異なっている．本研究では，都

道府県単位のシミュレーションを行うことにより，現

在の年金制度の地域別の検証を可能とすることを目的

とする． 

日本の公的年金制度は賦課方式で運営されている．

賦課方式の年金制度の下では，年金の原資はその時点

の現役層が支払う保険料となる．そのため，少子高齢

化によって保険料負担の増加と年金給付の減少が年々

続いている．保険料額と年金額が度々変更されること

により，保険料の生涯負担と年金の生涯給付との比率

に違いが生じ，世代間格差の原因になっている．また，

少子高齢化によって財政収支が悪化しており，財政的

持続可能性にも問題が生じつつある．2004 年には，日

本政府が公的年金制度の持続可能性を高めるため，公

的年金制度の見直し改革を行った 1)． 

日本の年金制度に関するマイクロシミュレーション

モデルとして，稲垣 2-4)の提案した世帯情報解析モデル

(INAHSIM)，白石 5)の提案したダイナミックマイクロ

シミュレーション技法を年金分析に応用したモデル

(PENMOD)，陳・村田 6)らによる CAMMOD がある．

本研究では，CAMMOD を用いて，モデルの拡張を行

った． 

日本社会保障制度の多くは，平均的な世帯をモデル

ケースとして想定し，制度の説明がなされることが多

い．しかし，産業構造の大転換，少子高齢化，婚姻態

度の進展など，経済社会や人口構造のめまぐるしい変

化により，市民の置かれる状況はますます多様化して

いる．先行研究 7)では，政府が想定している世帯モデ

ルケースが，もはや日本社会における世帯を代表して

いないことを指摘している．これらの現状に基づいて，

平均的な世帯モデルケースを想定するだけではなく，

多様な世帯への影響を観察できるようなエージェント

シミュレーションにより，年金制度の検証を行うこと

が必要である．また，エージェントシミュレーション

を行うことにより，社会保障制度や税制政策などの分

野において，個人に与える影響の検討が可能になる．

例えば，ライフサイクルモデル 8)に基づいたシミュレ

ーションにより，新たな税金政策が市民の収入格差を

拡大する可能性があることが報告されている． 

我々はこれまで，世帯構造，世帯類型，就業状況，

賃金構造の変化が将来の年金額に与える影響を検討す

るため，現在で施行されている賦課方式の公的年金制

度において，人口推移と就業状態変動を連携させ，年

金額の算定方法を定式化し，賃金構造，婚姻行動など

を組み込んだ CAMMOD モデルにより，シミュレーシ

ョンを行ってきた 9)． 

本研究では，個々の市民の状況として，世帯構造だ

けでなく，各都道府県の状況（賃金上昇率，平均賃金，

賞与，年齢別人口，年齢別夫婦人口，５歳区分の被保

険者人口，受給者人口）が異なっていることに着目す

る．各都道府県の現役世代の平均所得に対する所得代

替を計算することにより，同じ年金額でも地域の違い

により生活に与える影響の相違を確認することができ

る．本研究では，現在で施行されている賦課方式の公

的年金制度において，都道府県別でシミュレーション

を行い，都道府県別の人口変動，また所得代替率と婚

姻状態の関係などについて検討を行う． 

2. 日本の年金制度 

日本の年金制度は公的年金と私的年金に大別されて

いる．Fig. 1にその概要を４階建ての構造として示す．

１階部分は 20-59 歳の国民が加入する国民年金である．

２階部分は会社員が加入する厚生年金， 公務員などが

加入する共済年金である．この１・２階部分が公的年

金である．公的年金は老齢年金，通老年金，障害年金

と遺族年金に分かれている（本研究では老齢年金のみ

を取り扱う）．３階部分は公的年金の上乗せ制度とし

て企業が独自に実施する企業年金，４階部分は個人が
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任意で加入する個人年金である．この３・４階部分が

私的年金である．本研究では，モデルの簡単化のため，

私的年金については検討せず，基礎年金と厚生年金に

着目する（共済年金は厚生年金とほぼ同じ性質の制度

であるため，本研究では厚生年金の一部としてみなす）． 

国民年金では加入者を次の３つのカテゴリーに分け

ている．１つ目は，20-59歳の自営業者・農業者とその

家族，学生，無職の人などで構成され，第１号被保険

者と呼ぶ．彼らの保険料は本人または保険料連帯納付

義務者である世帯主・配偶者のいずれかが納める（2009

年の保険料は月額14,660円，2014年の保険料は月額

15,250円）．２つ目は，民間会社員や公務員など厚生

年金，共済の加入者で構成され，第２号被保険者と呼

ぶ．彼らの保険料は毎月の給与（標準報酬月額）と賞

与（標準賞与額）に共通の保険料率（2005年の保険料

率は15.704%）をかけて計算され，そして，事業主は

毎月の給料及び賞与から被保険者負担分の保険料を差

し引いて，事業主負担分の保険料(被保険者保険料の半

分)と併せて納める．３つ目は，厚生年金，共済組合に

加入している第２号被保険者に扶養されている20-59

歳の配偶者を指し，第３号被保険者と呼ぶ．彼らの保

険料は，配偶者が加入している厚生年金や共済組合が

一括して負担するので，個別に納める必要がない．年

金給付について，制度の第一段階で基礎年金の支払い

回数に応じて，資格を満たすすべての加入者が基礎年

金を受け取れる．一方，制度の第２段階として，第２

号被保険者は支払い保険料の比率に基づいて年金を給

付される． 

3. シミュレーションモデル 

本研究では，先行研究9)で使用したCAMMODモデル

を用いる．モデルの概要図をFig. 2に示す．このモデル

では，人口統計部分と財政計算の部分が二つある．人

口統計の部分では，各年齢人口と年金受給者の統計デ

ータにより，人口を予測し，最終的に年金財政計算に

反映している．財政計算の部分では，年金財政の計算

を行う．各エージェントは，出生率に応じて生成され，

年齢，性別，賃金記録，保険支払い記録，保険給付記

録などのパラメータを持っている．また，エージェン

トの死亡は，毎年の生存率によって決定する．エージ

ェントが20歳に達した後，年齢別，性別の就業率に基

づいて仕事を始め，そして，仕事をしているエージェ

ントは，その年，その年齢，性別の平均賃金から生成

された賃金を得る．また，仕事をしているエージェン

トは，加入保険の種類とその年の賃金に基づいて，保

険料の支払いを行う．最後に，65歳から死亡までの間，

自分の支払った保険料の記録から計算された額の年金

を給付される． 

3.1 人口について 

各都道府県の 2004 年の１歳区分人口統計データを

ベースとして（１歳区分の人口統計データを公開して

いない都道府県の場合，５歳区分の人口統計データを

1 歳ごとに均等割りする），また，シミュレーション

における人口増減を実現するため，人口増については，

国立社会保障・人口問題研究所が平成 18 年に予測した

国を対象とした出産人口 10)（中位シナリオのデータ）

に各都道府県の人口の割合を乗じた値を，各都道府県

の出産人口とする．一方，人口減に関する死亡率につ

いて，都道府県別の１歳区切りの死亡率がないため，

厚生労働省が発表した第 20 回生命表 11)に基づいて，

エージェントの死亡率を決定する．ある年に死亡しな

かった人口を次年度の人口と見なすことにより，人口

の経年変化を実現する．本稿では，人口の変動を出生

と死亡のみで表現する．今後，都道府県の間の人口転

入転出による人口変動も考慮する必要がある． 

3.2 保険種類別加入者と受給者について 

2.で示したように，日本国民は３種類の保険区分の

いずれかに属している．１階部分の国民年金のみを受

領する第１号被保険者，１階の国民年金と２階の厚生

年金を受領する第２号被保険者，配偶者が保険料を負

担して，１階の国民年金を受領する第３号被保険者で

ある．市民は，就業と婚姻状況により，これらの区分

を移動する．初期の各保険区分の被保険者と受給者に

ついて，各都道府県の世代・性別の人数統計データが

ないため，本シミュレーションでは，平成 16 年の各都

道府県の保険種類別の被保険者総人数と受給者総人数
12)を基づいて，各世代・性別ごとに確率的にエージェ

ントに保険区分を割り当てる．  
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3.3 個人賃金と就業について 

エージェントの個人賃金では，年齢別賃金構造率と

その年の平均賃金分布にしたがって，すべての労働者

の賃金を決定する．また，シミュレーションの開始時

点から，賃金上昇率により各年度の平均賃金を変化さ

せる．賃金構造率とは，平均賃金に対する賃金の変化

率である．今回使用する賃金構造率では，厚生労働省

が発表した各都道府県の賃金構造基本統計調査 13)に基

づいて推定する．なお，賃金構造は本来緩やかに変化

するが，本シミュレーションにおいて一定であると設

定する．特定の個人がある年齢で労働者である確率は

年齢別雇用率によって決定する．今回使用する年齢別

雇用率は，総務省の国勢調査 14)の男女別年齢別雇用率

により推定する． 

3.4 結婚行動について 

エージェントの結婚行動では，男女別年齢別未婚者

に対する結婚率にしたがって，毎年の結婚を行う人口

（以下は結婚人口に省略する）を決定する．決定した

結婚人口の中に，職業別結婚率，夫婦年齢差などを考

慮した上で，結婚行動を行う．また，結婚率は，毎年

変化するが，本シミュレーションでは，2005－2010 年

の間は実際の毎年の結婚率を使用し，2011 年以降は，

2010 年の結婚率を用いる．結婚率は各都道府県別の統

計データがないため，国立社会保障・人口問題研究所

を発表された年齢別未婚者に対する初婚率 15)に基づい

て決定する（20 歳から 69 歳，および 70 歳以上，５歳

区切り）．職業別結婚率は，総務省が発表した平成 19

年就業構造基本調査 14)に基づいて，第１号被保険者の

自営業者と第２号被保険者の会社員との結婚において

使用する． 

4. 都道府県別のシミュレーション結果 

4.1 人口推移 

本稿では，大都市圏，大都市圏に近い地域，大都市

圏から離れた地域，人口が多い地域，人口が少ない地

域を考慮し，北海道，青森県，東京都，神奈川県，静

岡県，京都府，奈良県，福岡県，鹿児島県の９つの都

道府県のデータを用いて，シミュレーションを行う．

各都道府県の人口推移を Fig. 3 から Fig. 5 を示す．各

都道府県の人口推移のグラフには，2014 年までの統計

データと共に，2120 年までのシミュレーション結果を

示す． 

Fig. 3 に示すように，大都市圏また大都市圏に近い

地域（東京，神奈川，福岡）では，現実の統計データ

の人口がシミュレーション結果の人口より高く推移し

ていることがわかる．Fig. 4 から，大都市圏から離れ

た地域また人口が相対的に少ない地域（北海道，京都，

鹿児島）では，現実の統計データの人口とシミュレー

ション結果の人口の差があるが，同じような減少推移

していることがわかる．一方，Fig. 5 からは，静岡県

のシミュレーション結果の人口推移が，統計データを

下回っている．また，人口が少ない地域（奈良，青森）

では，現実の統計データの人口とシミュレーション結

果の人口推移がほぼ一致していることがわかる． 

地域によって，シミュレーション上の人口推移の違

いが見られた原因として，出生数を単純に人口の割合

に応じて決定したことがあげられる．特に若者が集ま

り，子育て世代が住む都市部では，全国平均による出

生率を用いたシミュレーションでは出生数が低く見積

もられ，子育て世代の少ない地域（静岡）では，シミ

ュレーションによる出生数が多くなっている．また，

地方から都市への転入を，今回のシミュレーションで

 

Fig. 5: 人口推移（３） 
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は考慮していないため，地方の人口が相対的に多くな

り，都市部の人口が少なくなっている． 

4.2 所得代替率 

ここで，北海道，東京都，静岡県，京都府，福岡県

の所得代替率の結果を示す．Fig. 6とFig. 7はそれぞれ

2015年と2050年の世帯婚姻状態別による平均所得代替

率の関係を示す．Fig. 6とFig. 7の“m”と“f”はそれ

ぞれ男性と女性を意味する．“1”，“2”，“3”はそ

れぞれ第１号被保険者，第２号被保険者，第３号被保

険者を意味する．Fig. 6とFig. 7に示すように，北海道

や福岡県で所得代替率が高く，東京都，静岡県，京都

府で所得代替率が低くなっている．これは，各地域の

平均賃金と賃金上昇率が異なるが，年金が一律で支払

われているため，都市部より地方部の所得代替率が高

くなることを示している．また，2015年と比較すると，

2050年には，ほとんどの世帯種別で平均所得代替率は

低くなっている．その中でも，2050年に第２号被保険

者の受給者を含む世帯の平均所得代替率がかなり低く

なっていることがわかる． 

5. おわりに 

本稿では，CAMMOD モデルを用いて，現行の公的

年金制度における都道府県別で 2005年-2120年の期間

のシミュレーションを行うことにより，都道府県別の

人口推移と就業形態別の所得代替率を示した．現時点

のシミュレーションでは，都市部の人口と地方部の人

口推移について，統計データの差を生じている．これ

は，各都道府県の人口変動において，出生数の算出の

仕方に課題があることを示している．また，人口の転

入転出の要因についても，今後も検討を続ける．その

上で，就業形態別の所得代替率に関する考察を深め，

各都道府県の公的年金の価値について比較検討する予

定である． 
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Fig. 6: 世帯婚姻状態による所得代替率(2015) 
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